
21 漁港機能増進事業
【２，５９４（１，０００）百万円】

対策のポイント
漁港のストック効果の最大化を図りつつ、漁村の活力を取り戻すため、就

労環境の改善、安全性の向上及び漁港施設の有効活用等に資する施設の整備

を支援します。

＜背景／課題＞

・近年、漁村においては、全国平均を上回る速さで人口減少や高齢化が進行し、漁村の

活力の低下が懸念されています。また、漁港をはじめ社会資本全体において、多くの

施設が耐用年数を迎える中、維持管理・更新費の増大等が懸念されることから、既存

施設を最大限活用したストック効果の最大化が求められています。

・これらのことから、漁港のストック効果の最大化を図りつつ、漁村の活力を取り戻す

ため、漁港機能を増進する取組を推進することが必要です。

政策目標
○都市漁村交流人口の増加数

（５年間でおおむね100万人）

○老朽化に対して施設の安全性が確保された漁港の割合

（66％（平成28年度）→おおむね100％（平成33年度））

＜主な内容＞

漁港の利用者や生産者の就労環境の改善、安全性の向上及び漁港施設の有効活用など、

漁港機能の増進を図るため、以下の施設整備を推進します。

（１）省力化・軽労化・就労環境の改善を図るための施設（岸壁の屋根等）

（２）安全対策向上のための施設（防潮堤の改良等）

（３）漁港施設の有効活用を促進するための施設（港内の増養殖施設等）

補助率：１/２等

事業実施主体：地方公共団体等

［お問い合わせ先：水産庁計画課 （０３－３５０６－７８９７）］

［平成30年度予算の概要］



漁港のストック効果の最大化を図りつつ、漁村の活力を取り戻すため、漁港の利用者や生産者の就労
環境の改善、安全性の向上及び漁港施設の有効活用など、漁港機能の増進を図る。

漁港機能増進事業 【平成30年度予算概算決定額： ２，５９４（１，０００）百万円】

漁港（イメージ）【省力化・軽労化・就労環境改善施設】

○荷揚げや積み
込み作業等に
おける省力化・
軽労化のため、
浮体式係船岸
を整備

○屋外作業にお
ける就労環境
改善のため、
岸壁の屋根を
整備

【有効活用促進施設】

○港内の静穏
域を有効活
用するため、
アワビ等の
増殖場を整
備

【事業実施主体】地方公共団体等
【補助率】１／２等

【安全対策向上施設】

○津波による漁船等の漂流物の流出による
二次災害の回避のため、津波バリア施設を
整備

東日本大震災にお
いて漂流した漁船

○津波等による被害軽減のため、防災施設
を整備

○浸水被害を
抑えるため、
防潮堤等を
整備

○省力化・軽労化に資する漁港に近接した
漁場の整備

○漁港施設の機能保全計画の見直し



22 農山漁村地域整備交付金（公共）
【９１，６５０（１０１，６５０）百万円】

対策のポイント
地方の裁量によって実施する農林水産業の基盤整備や農山漁村の防災・減

災対策を支援します。

＜背景／課題＞
・地域の特色を活かした地域活性化を図るためには、地域の創意・工夫によって、生産

現場の強化につながる農林水産業の基盤整備を進めることが重要です。
・また、農山漁村地域において、地震・津波対策はもとより、集中豪雨等の頻発化・激

甚化に対応するためには、防災・減災対策を推進することが必要です。
・このため、都道府県の裁量により事業を実施することが可能な交付金を措置すること

により、強い農林水産業のための基盤づくりを推進する必要があります。

政策目標
○担い手が利用する面積が今後10年間（平成35年度まで）で全農地面積の８割
となるよう農地集積を推進

○二酸化炭素の森林吸収量3.5％の確保等に必要な路網の整備
○海岸堤防等の整備率69％（平成32年度）

＜主な内容＞
１．都道府県又は市町村は、農山漁村地域整備の目標等を記載した農山漁村地域整備計

画を策定し、これに基づき事業を実施します。

２．農業農村、森林、水産の各分野において、農山漁村地域の生産現場の強化や防災力
の向上のための事業を選択して実施することができます。

また、これと一体となって事業効果を高めるために必要な効果促進事業を実施する
ことができます。

農業農村分野：農用地整備、農業用用排水施設整備等
森 林 分 野：予防治山、路網整備等
水 産 分 野：漁港漁場整備、漁村環境整備、海岸保全施設整備等

３．国から都道府県に交付金を交付し、都道府県は自らの裁量により地区毎に配分でき
ます。また、都道府県の裁量で地区間の融通が可能です。
（水産分野の一部事業については、市町村への直接交付も可能。）

国費率：１／２等
事業実施主体：都道府県、市町村等

お問い合わせ先：
農業農村分野に関すること

農村振興局地域整備課 （０３－６７４４－２２００）
森林分野に関すること

林野庁計画課 （０３－３５０１－３８４２）
水産分野に関すること

水産庁防災漁村課 （０３－３５０２－５３０４）

［平成30年度予算の概要］



農山漁村地域整備交付金

○ 農山漁村地域の活性化を図るため、農林水産業の基盤整備を進めるとともに、地震・津波や集中豪雨等の頻発化・激甚化に
対応した防災・減災対策を推進することが重要。

○ 都道府県の裁量により、生産現場の強化や防災力の向上につながる強い農林水産業のための基盤づくりを推進。

【農業農村基盤整備】 【水産基盤整備】

【海岸保全施設整備】【森林基盤整備】

用水路の整備・更新により水管理負
担を軽減し農地利用を推進

老朽化したため池の全面改修により
洪水被害を未然防止

林道等の整備により効率的な間伐
材等の搬出を実現

漁村における津波避難対策（避難地、
避難路の整備）

漁業作業の効率化と安全対策の
ための漁港整備（岸壁改良）

津波・高潮対策としての水門の整備

ほ場整備による農業生産性の向上、
秩序ある土地利用の推進

「農山漁村地域整備計画」を都道府県、市町村が策定して実施

地域の自主性に基づき、農・林・水に
またがる広範かつ多様な事業を自由
に選択
（都道府県が各地区に予算を配分）
（関係事務の一本化・統一化）

農業農村基盤整備 水産基盤整備森林基盤整備 海岸保全施設整備

都道府県の裁量による弾力的か
つ機動的な運用が可能

（農・林・水横断的な予算融通が
可能）

自治体は計画・進捗状況・事後評
価を公表
（客観性・透明性の確保）

農山漁村地域整備と一体となって、
事業効果を高めるために必要な効
果促進事業の実施が可能

地域の創意工夫を活かした農山漁村地域の総合的な整備の実施

＋ ＋＋

交付金の仕組みと特徴

交付金を活用した事業の実施例

景観に配慮した侵食対策
津波、高潮による被害を未然に防ぐ
ため海岸堤防の整備を推進

藻場造成による漁場の整備

適切な森林整備を通じて、多面的機能
を維持・向上 治山施設による山地災害の未然防止



23 強い農業づくり交付金
【２０，１５４（２０，１７４）百万円】

対策のポイント
国産農畜産物の安定供給のため、生産から流通までの強い農業づくりに必

要な産地基幹施設の整備等を支援します。

＜背景／課題＞
・「強い農林水産業」を実現するため、生産基盤の整備により、農業の収益力等を強化

することが喫緊の課題です。
・このため、消費者・実需者の需要に応じて、国産農畜産物を安定的に生産・供給する

産地体制等を構築する必要があります。

政策目標
○指定野菜の加工・業務向け出荷量を39％増（平成37年度（対平成25年度比））

（80万１千トン（平成25年度）→111万６千トン（平成37年度））
○１中央卸売市場当たりの取扱金額を８％増（平成32年度（対平成25年度比））

（585億円（平成25年度）→632億円（平成32年度））

＜主な内容＞
１．産地の収益力の強化

高付加価値化や生産コストの低減など、産地の収益力強化や合理化を図る取組に
必要な産地基幹施設等の整備や再編を支援します。

また、「攻めの農業」の実現に向け、集出荷・処理加工施設等の再編合理化、次世
代型大規模園芸施設や生産性向上等の技術習得に必要な温室の整備、中山間地域の
競争力強化、水田における高収益型農業への転換について、優先枠を設置すること
により、積極的に支援します。

さらに、産地の持続・発展性の確保に向け、本交付金による生産基盤の整備を通
じた担い手の育成・確保等の取組を推進します。

〔優先枠の例〕
・コスト低減に向けた乾燥調製施設等の再編
・高度環境制御技術と地域エネルギー等を活用した次世代型大規模園芸施設や生産

性向上・規模拡大の技術習得に必要な温室の整備
・都道府県が作成する中山間地域の地域別農業振興計画に基づき行う取組に必要と

なる産地基幹施設等の整備
・水稲から園芸作物に転換するための集出荷施設等の整備

等

２．食品流通拠点整備の推進
食料の安定的な供給体制等を確保するため、品質・衛生管理の強化等を図る卸売

市場施設、産地・消費地での共同配送等に必要なストックポイント等の整備を支援
します。

交付率：都道府県へは定額（事業実施主体へは事業費の１／２以内等）
事業実施主体：都道府県、市町村、農業者の組織する団体等

お問い合わせ先：
１の事業 生産局総務課生産推進室 （０３－３５０２－５９４５）
２の事業 食料産業局食品流通課 （０３－６７４４－２０５９）

［平成30年度予算の概要］



国産農畜産物の安定供給のため、生産から流通までの強い農業づくりに必要な産地基幹施設の
整備等を支援。

強い農業づくり交付金

平成３０年度予算概算決定額：２０，１５４（２０，１７４）百万円

補助対象：

① 産地基幹施設等整備
乾燥調製施設、集出荷貯蔵施設、農産物処理加工施設、生産技術高度化
施設、家畜市場、畜産物処理加工施設、小規模土地基盤整備、飼料作物作
付条件整備 等

② 食品流通拠点施設整備
売場施設、貯蔵・保管施設、駐車施設、搬送施設、衛生施設、情報処理施設
等

交付率：
都道府県へは定額 （事業実施主体へは事業費の１／２以内等）

事業実施主体：
都道府県、市町村、農業者の組織する団体等

交付先：
国 ⇒ 都道府県

国 都道府県
農業者の組織
する団体 等

事業の流れ

優先枠の設定
「攻めの農業」の実現に向け、次の取組を積極的に支援します。

③ 一括配分

②集約し要望

④事業採択

①県が把握

１ 産地収益力の強化
各品目の生産性向上等の取組に必要な産地基幹施設等の整備を支援

支援メニュー

２ 産地合理化の促進
産地の集出荷、処理加工体制の合理化に必要な産地基幹施設等の再編等を支援

３ 食品流通の合理化
品質・衛生管理の強化等を図る卸売市場施設、産地・消費地での共同配送等に必
要なストックポイント等の整備を支援

① 集出荷・加工の効率化に向けた再編合理化【２０億円】
高収益な産地体制への転換を図るために、集出荷・処理加工施設等の再編
合理化

② 次世代施設園芸の取組拡大【２０億円】
高度環境制御技術と地域エネルギー等を活用した次世代型大規模園芸施設や
生産性向上・規模拡大の技術習得に必要な温室の整備

③ 中山間地域の競争力強化【３０億円】
都道府県が作成する中山間地域の地域別農業振興計画に基づき行う取組に必要
となる産地基幹施設等の整備

④ 水田における高収益型農業への転換【１０億円】
水稲から園芸作物に転換するための集出荷施設等の整備



24 浜の活力再生交付金
【６，７７０（５，４００）百万円】

対策のポイント
漁業所得の向上を目指す「浜の活力再生プラン」の着実な推進を支援するた

め、自らプランの見直しを行う活動や漁村女性が行う実践的な取組、プランに

位置付けられた共同利用施設の整備、水産資源の維持管理、漁港漁場の機能高

度化等の取組を支援します。

＜背景／課題＞

・水産業や漁村地域の再生を図るため、漁業者自らが漁業収入の向上とコスト削減のた

めに具体的な対策に取り組む「浜の活力再生プラン」を推進しているところです。

・「浜の活力再生プラン」における目標を達成するため、必要に応じたプランの見直し、

漁村女性が行う実践的な取組、プランに位置付けられた共同利用施設の整備やプラン

策定地域における水産資源の管理・維持増大、漁港漁場の機能高度化や防災・減災対

策等の取組を支援する必要があります。

政策目標
浜の活力再生プランを策定した漁村地域における漁業所得を５年後に10％以

上向上

＜主な内容＞

１．浜の活力再生プラン推進事業 ７０（５０）百万円

漁業所得の向上による浜の活性化を目指す「浜の活力再生プラン」の着実な推進を

支援するため、プランの見直しに関する活動、漁村女性の経営能力の向上や女性を中

心としたグループによる実践的な取組等に対して支援します。

交付率：定額、定額（１／２以内）

事業実施主体：地域水産業再生委員会、民間団体等

２．水産業強化支援事業 ６，７００（５，３５０）百万円

「浜の活力再生プラン」に位置付けられた共同利用施設の整備、プラン策定地域に

おける水産資源の管理・維持増大、漁港漁場の機能高度化や防災・減災対策に必要な

整備等を支援します。

交付率：都道府県へは定額（事業実施主体へは事業費の１／２以内等）

事業実施主体：都道府県、市町村、水産業協同組合等

お問い合わせ先：

１の事業 水産庁防災漁村課（０３－６７４４－２３９２）

水産庁研究指導課（０３－６７４４－２３７４）

２の事業 水産庁防災漁村課（０３－６７４４－２３９１）

［平成30年度予算の概要］



漁業所得の向上を目指す「浜の活力再生プラン（浜プラン）」の着実な推進を支援するため、
① 自ら浜プランの見直しを行う活動や漁村女性による実践的な取組等を支援
② 浜プランに位置付けられた共同利用施設の整備、水産資源の管理・維持増大、漁港漁場の機能高

度化や防災・減災対策等の取組を支援

浜の活力再生交付金 【平成30年度予算概算決定額 ： 6,770（5,400）百万円】

・地域自ら策定する「浜の改革」を目指す計画
・漁業所得の10%以上の向上を目標

浜の活力再生プラン

課題 検討 プラン作成 実践

＜以下の事業により、浜プランの推進を支援＞

浜の活力再生プラン推進事業
浜プランの着実な推進を支援するため、プランの見直しに関する活動や漁村女性による実践的な取組等を支援

水産業強化支援事業
浜プランに位置付けられた共同利用施設の整備、浜プラン策定地域における水産資源の管理・維持増大、漁港漁場の機能高度化や防災・減災対
策に必要な整備等を支援

＜ハード事業＞
・漁業収益力や水産物流機能の強化のための共同利用施設等の整備を支援
・種苗放流、環境整備等水産資源の増大のための施設の整備を支援
・漁港漁場の機能高度化、漁業地域の防災・減災等に必要な整備を支援

＜ソフト事業＞
・漁場の利用調整、密漁防止対策、境界水域に
おける操業の管理徹底等を支援

・内水面の調査指導、生産履歴の記録等の取組
を支援

・災害の未然防止、被害の拡大防止、ハザード
マップ作成等を支援

津波避難タワー種苗生産施設荷さばき施設

浜の活力再生交付金

鮮度保持施設



25 特殊自然災害対策施設緊急整備事業
【１５０（１５０）百万円】

（平成29年度補正予算 １３８百万円）

対策のポイント
火山の噴火により著しい被害を受けるおそれがある地域を対象として、降

灰被害に対応するための施設整備等を緊急的・集中的に実施します。

＜背景／課題＞

・我が国は国内に110の活火山を有する世界有数の火山国です。

・近年、桜島や新燃岳等の活火山の急激な活発化に伴う降灰等により、農作物等への被

害や影響が増加しています。

・このため、火山の噴火に伴う降灰による農作物等への被害を防除・最小化するために

必要な施設整備等を緊急的・集中的に実施し、災害に強い農村づくりを推進します。

政策目標
湛水被害等が防止される農地及び周辺地域の面積

（農地及び周辺地域の面積 約34万ha（うち農地面積 約28万ha）（平成32年度））

＜主な内容＞

災害に強い農村づくりを推進するため、火山の噴火により著しい被害を受け、又は

受けるおそれがあると認められ、活動火山対策特別措置法に基づき都道府県知事が作

成する防災営農施設整備計画の対象地域において、降灰による被害を防除・最小化す

るために必要となる洗浄用機械施設等の整備や関連して行う基盤整備等を支援しま

す。

補助率：１／２以内

事業実施主体：市町村、農業者が組織する団体等

［お問い合わせ先：農村振興局防災課 （０３－３５０２－６４３０）］

［平成30年度予算の概要］



事 業 の 対 象

事 業 内 容

○ 火山活動の活発化に伴う降灰等により農作物等への被害が発生し、地域経済の基盤として地域生活の安定に欠かせない役
割を果たす農業経営に著しい影響

○ このため、火山の噴火により著しい被害を受け、又は受けるおそれがあると認められ、活動火山対策特別措置法に基づき都
道府県知事が作成する防災営農施設整備計画の対象地域において、降灰による農作物等への被害を防除・最小化するため
に必要な施設整備等を実施し、災害への対応体制を強化

趣 旨

特殊自然災害対策施設緊急整備事業

○ 活動火山対策特別措置法に基づき、都道府県知事が策定する防災営農施設整備計画
の対象地域内の市町村、農業協同組合、農業生産法人、農業者が組織するその他の団体
等

補 助 率 等

農業者が組織する団体等が行う
事業に対して、事業費の１／２以
内を補助

農林水産省

【①施設整備等】 【②関連整備等】

被害を防除・最小化させるために必要な
洗浄用機械施設整備等を実施

①の施設整備等の効果を一層促進させるため、洗
浄用水の供給施設等の関連整備等を一体的に実施

① 降灰による被害の防除又は最小化に必要な共同利用施設の整備等を実施
② ①に関連する整備等を一体的に実施

計画主体
（都道府県）

事業実施主体



26 畜産・酪農経営安定対策
【（所要額）１８６，３７４（１７６，２７２）百万円】

対策のポイント
畜種ごとの特性に応じて、畜産・酪農経営の安定を支援することにより、

意欲ある生産者が経営を継続し、その発展に取り組める環境を整備します。

＜背景／課題＞

・酪農、肉用牛繁殖、肉用牛肥育、養豚及び採卵養鶏の各経営安定対策については、畜

種ごとの特性に応じた対策を実施しています。

・これらの対策については、引き続き安定的に実施することが必要です。

政策目標
○生乳の生産量（745万トン（平成25年度）→750万トン（平成37年度））

○牛肉の生産量（ 51万トン（平成25年度）→ 52万トン（平成37年度））

○豚肉の生産量（131万トン（平成25年度）→131万トン（平成37年度））

○鶏卵の生産量（252万トン（平成25年度）→241万トン（平成37年度））

＜主な内容＞

１．酪農経営安定のための支援
加工原料乳（脱脂粉乳・バター等向け、チーズ向け及び生クリーム等の液状乳製

品向け生乳）について生産者補給金等を交付するとともに、その取引価格が低落し

た場合の補塡を行います。

加工原料乳生産者補給金等 （所要額）３６，２９２（３６，９９１）百万円

加工原料乳生産者経営安定対策事業の継続
補助率：定額、３／４以内

事業実施主体：（独）農畜産業振興機構、対象事業者

（関連対策）

飼料生産型酪農経営支援事業 ６，９６０（６，９６０）百万円
自給飼料生産基盤に立脚した経営を行う酪農家（自給飼料の生産を行うとともに環

境負荷軽減に取り組んでいる者）に対し、飼料作付面積に応じて交付金（１.５万円

／１ha）を交付します。

また、飼料作付面積を拡大し、輸入飼料の使用量を削減又は乳用後継牛を増頭した

場合には、拡大面積に応じた交付金（３万円／１ha）を追加交付します。

補助率：定額

事業実施主体：都道府県協議会、生乳生産者

［平成30年度予算の概要］



［平成30年度予算の概要］

２．肉用牛繁殖経営安定のための支援
肉用子牛価格が保証基準価格を下回った場合の生産者補給金に加え、肉専用種の

子牛価格が発動基準を下回った場合に、差額の３／４を交付します。

肉用子牛生産者補給金 （所要額）１９，９４４（１９，９４１）百万円

肉用牛繁殖経営支援事業 （所要額）１７，５８４（１７，５７０）百万円

補助率：定額、３／４以内

事業実施主体：（独）農畜産業振興機構、都道府県域を範囲とする民間団体

３．肉用牛肥育経営安定のための支援
粗収益が生産コストを下回った場合に、生産者と国の積立金から差額の９割（補

塡率９割は、平成30年度に限った措置）を補塡金として交付します。（一部の県にお

いて地域算定を実施します。）

肉用牛肥育経営安定特別対策事業（牛マルキン）

（所要額）９７，７２６（８６，９４２）百万円

補助率：定額、３／４以内

事業実施主体：（独）農畜産業振興機構、都道府県域を範囲とする民間団体、肥育牛生産者

４．養豚経営安定のための支援
粗収益が生産コストを下回った場合に、生産者と国の積立金から差額の８割を補

塡金として交付します。

養豚経営安定対策事業（豚マルキン）

（所要額）９，９６６（９，９６６）百万円

補助率：定額、１／２以内

事業実施主体：（独）農畜産業振興機構、肉豚生産者

５．採卵養鶏経営安定のための支援
鶏卵の取引価格が補塡基準価格を下回った場合に差額の９割を補塡するとともに、

取引価格が通常の季節変動を超えて大幅に低下した場合には、成鶏の更新に当たっ

て長期の空舎期間を設けて需給改善を図る取組に対し奨励金を交付します。

鶏卵生産者経営安定対策事業 ４，８６２（４，８６２）百万円

補助率：定額、３／４以内、１／４以内

事業実施主体：民間団体等

お問い合わせ先：

１の事業 生産局牛乳乳製品課（０３－３５０２－５９８７）

２、５の事業 生産局食肉鶏卵課 （０３－３５０２－５９８９）

３、４の事業（関連対策を含む）

生産局畜産企画課 （０３－３５０２－５９７９）



酪農の経営安定対策について 

 自給飼料生産基盤に立脚した経営を行う酪農家（自給飼料の生産を行う
とともに環境負荷軽減に取り組んでいる者）に対し、飼料作付面積に応じて
交付金を交付（１．５万円／１ｈａ） 。 
 また、飼料作付面積を拡大し、輸入飼料の使用量を削減又は乳用後継牛
を増頭した場合には、拡大面積に応じた交付金を追加交付（３万円／１ｈａ）。 

飼料生産型酪農経営支援事業（関連対策） 

 ○ 対象者の要件 

・ 飼料作付面積が、北海道で４０a／頭、都府県で１０a／頭以上 

・ 環境負荷軽減に取り組んでいること 

 ○ 交付金単価 

  ・ 飼料作付面積       １．５万円／１ha 

  ・ 飼料作付の拡大面積 １．５万円＋３万円／１ha（追加交付） 

 
 
 

補塡基準価格 

生産者積立金 
全
国
平
均
取
引
価
格 

生産者 国((独)農畜産業振興機構) 

拠出 助成(生産者:国=１:３) 

補塡 

a-3 
年度 

a-2 
年度 

a-1 
年度 

a 
年度 

差額 
差額×８割 

 加工原料乳価格（脱脂粉乳・バター等向け、チーズ向け及び生クリーム等
の液状乳製品向けの生乳価格）が下落した場合の経営への影響緩和を
目的に、生産者と国が拠出して造成した積立金から補塡。 

加工原料乳生産者経営安定対策事業 
生乳の再生産の確保等を図ることを目的に、加工原料乳について生産者補

給金を交付。加えて、集送乳が確実に行えるよう、指定事業者に対して集送
乳調整金を交付。 

乳業者の支払分 
（買取価格） 

政府からの交付分 

補給金単価、集送
乳調整金単価及び
総交付対象数量は
毎年度決定 

生
産
者
の
手
取
り 

乳
価
（
取
引
価
格
） 

補給金 

生
ク
リ
ー
ム
等 

チ
ー
ズ 

バ
タ
ー
・ 

脱
脂
粉
乳
等 

集送乳調整金 

【補給金の要件】 
○毎年度、生乳の年間販売計画を提出する

こと 
○年間を通じた用途別の需要に基づく安定

取引という要件を満たすこと 

【集送乳調整金の要件】 
○集送乳経費がかさむ地域を含む都道府県単
位以上（一又は二以上の都道府県）の区域
内で集乳を拒否しない 

○集送乳経費の算定方法等を基準に従い規定 

30年度総交付対象数量340万トン、生産者補給金単価8.23円/kg、集送乳調整金単価2.43円/kg 

加工原料乳生産者補給金制度 



肉用牛、養豚及び採卵鶏の経営安定対策について 

肉用牛繁殖経営対策 

（子牛価格） 

発動基準 

肉用牛繁殖経営支援事業 
 

肉用子牛の平均売買価格（四半期ごとに算定）が発動基準
を下回った場合に差額の３／４を交付 

肉用子牛生産者補給金制度  
 

肉用子牛の平均売買価格（四半期ごとに算定）が保証基準
価格を下回った場合に補給金を交付 

保証基準価格 

肉用牛肥育経営安定特別対策事業（牛マルキン） 

生
産
コ
ス
ト 

家族 
労働費 

粗
収
益 

補塡金 

物
財
費
等 

差
額 粗収益が生産コストを

下回った場合に積立金
（生産者１：国３）から差
額の９割を補塡（補塡
率９割は、平成30年度
に限った措置） 
 
（注）原則として四半期ごと 
  （当面は月ごと）に算定 

※一部の県において地域算定を実施 

養豚経営安定対策事業（豚マルキン） 

（注）四半期ごとに算定（前
の四半期に発動がな
かった場合は通算） 

   

生
産
コ
ス
ト 

家族 
労働費 

粗
収
益 

補塡金 

物
財
費
等 

粗収益が生産コストを
下回った場合に積立金
（生産者１：国１）から差
額の８割を補塡 

 

 

肉用牛繁殖経営支援事業 

肉用子牛生産者補給金制度 

鶏卵生産者経営安定対策事業 

［価格］ 

安定基準価格 

補塡基準価格 

30日前 

標準取引価格 

奨励金の対象となる成鶏の出荷 

差額の９割を補塡 

標準取引価格が安定基準価格を
下回る期間は、10万羽以上規模
の生産者には補塡しない 

30日後※ 

※安定基準価格
を上回る日の前
日までに、食鳥処
理場に予約され
ている場合 

差
額 



27 酪農経営体生産性向上緊急対策事業
【３，０００（６，０００）百万円】

対策のポイント
酪農家の「働き方改革」を推進するため、労働負担軽減・省力化等に資す

る取組を支援します。

＜背景／課題＞

・毎日欠かすことができない搾乳や給餌作業、深夜対応も求められる分娩監視等、酪農

家の労働負担が大きいことが、離農の原因や後継者による継承が進まないことの一因

となっています。

・また、乳用後継牛が減少する中で初妊牛価格が高騰しており、生乳生産基盤の確保の

ためには、乳用後継牛の自家生産に取り組み易い生産環境づくりが急務となっていま

す。

・このため、酪農家の労働負担軽減・省力化及び飼養管理技術の高度化に資する機械・

装置の導入等を支援し、労働条件を改善する必要があります。

政策目標
労働負担軽減・省力化の推進による、酪農家の労働時間の短縮

＜主な内容＞

地域の酪農家等、酪農関係者が参画する協議会において、労働負担軽減や乳用後継牛

の確保を図る計画が策定された場合、当該計画の実現のため、以下の取組を支援します。

１．労働負担軽減・省力化等に資する機械装置の導入支援
酪農を営む者に対し、その実情に応じた労働負担軽減・省力化及び飼養管理技術

の高度化に資する機械装置の導入を支援します。

２．乳用後継牛預託施設の機器整備等の支援
乳用後継牛の育成を担う預託施設に対し、乳用後継牛の受入体制を強化するため、

預託施設の機器整備等を支援します。

補助率：定額、１／２以内

事業実施主体：民間団体

［お問い合わせ先：生産局畜産振興課 （０３－６７４４－２５８７）］

［平成30年度予算の概要］



○ 酪農家における労働負担軽減・省力化、飼養管理技術の高度化に資する機械装置の導入
を支援。

○ 乳用後継牛育成の負担軽減のため、育成牛の受入体制の強化を図る取組を支援。

○ 酪農は毎日の搾乳作業や飼料給与等により、畜産業の中でも酪農は、最も１人当たりの平均年間労働時
間が長い（2,200時間）。

○ 初妊牛価格の高騰により、乳用後継牛の自家育成に取り組む農家は増えると想定されるが、この取組は
さらなる労働負担を招く。

酪農経営の課題

○飼料給与関係 ○家畜飼養管理

【発情発見装置・分娩監視装置】
• 牛の活動量を自動計測し、行動
観察に拘束されることなく発情
等を発見

【ほ乳ロボット】
• ほ育牛が自発的に飲乳
し、ほ乳作業を自動化

【自動給餌機・餌寄せ装置】
• 餌槽に飼料を散布し、飼料給与作
業を自動化

• 口元に餌を戻し、食べ残しを低減

○搾乳関係

【搾乳ロボット】
乳用牛が自発的に搾乳室に出
入りし、搾乳作業を自動化

【ミルキングパーラー】
乳用牛を搾乳室に移動させ、
搾乳作業を集中化

労働負担軽減・省力化等に資する機械装置の導入

酪農経営体生産性向上緊急対策事業（楽酪事業）

育成体制の強化

乳用後継牛の預託施設

拡張・
機器整備

育成牛の
受入頭数を拡大

預託により、
育成の負担を軽減

平成30年度予算概算決定額
３，０００（６，０００）百万円

【参考】 酪農労働省力化推進施設等緊急整備対策事業（楽酪ＧＯ事業、ALIC予算） ５０億円
酪農家における労働負軽減に資する省力化機械装置の導入と一体的な施設の補改修・増築等を支援。

【搾乳ユニット搬送レール】
つなぎ飼い経営で利用する搾
乳器(約9kg)をレールで搬送



28 畜産生産能力・体制強化推進事業
【５２６（３９６）百万円】

対策のポイント
繁殖基盤の強化を図るため、肉用牛の繁殖肥育一貫経営や地域内一貫生産を

推進するとともに、生産基盤強化に向けた肉用牛・乳用牛・豚に係る家畜改良
等を支援します。

＜背景／課題＞

・我が国畜産の安定的な発展、競争力強化のためには、優れた個体の選抜・利用による

家畜能力の向上と家畜の能力を充分に発揮させる飼養環境づくりが重要です。

・また、肉用牛生産において、高齢化や離農の進展により農家戸数や飼養頭数が減少す

るなど、生産基盤の弱体化が懸念されています。

・このため、高能力な家畜を生産するための家畜改良、家畜の能力を十分に発揮するた

めの個体管理を推進する取組等を支援するとともに、肉用牛の繁殖肥育一貫経営や地

域内一貫生産を推進することにより、畜産の生産基盤の強化を図る必要があります。

政策目標
○生乳の生産量：745万トン（平成25年度）→750万トン（平成37年度）
○牛肉の生産量： 51万トン（平成25年度）→ 52万トン（平成37年度）
○豚肉の生産量：131万トン（平成25年度）→131万トン（平成37年度）

＜主な内容＞

１．家畜能力等向上強化推進
遺伝子解析情報等を活用した新たな評価手法による生涯生産性の向上、多様性を確

保した家畜の系統・品種の活用促進、肉質・繁殖能力の改良の加速化等を推進する取

組を支援します。

補助率：定額、１／２以内

事業実施主体：農業者集団、民間団体

２．牛の個体識別情報活用の効率化・高度化対策
牛の個体識別番号をキーとして飼養管理等の生産関連情報を全国ベースで利用でき

る体制を整えることにより、家畜改良及び飼養管理の効率化・高度化を推進する取組

を支援します。

補助率：定額、１／２以内

事業実施主体：民間団体

３．繁殖肥育一貫経営等育成支援
肉用牛生産の構造改革を進め、繁殖基盤の強化を図るため、肉用牛肥育経営の一貫

化や地域内一貫生産を推進する取組を支援します。

補助率：定額、１／２以内

事業実施主体：農業者集団、民間団体

［お問い合わせ先：生産局畜産振興課（０３－６７４４－２５８７）］

［平成30年度予算の概要］





29 自給飼料の生産拡大
【１４，７８６（１４，１６８）百万円】

対策のポイント
国産飼料の一層の増産と着実な利用の拡大により、飼料自給率の向上を図り、

飼料生産基盤に立脚した力強い畜産経営を確立します。

＜背景／課題＞
・畜産物の生産コストに占める飼料費の割合は、酪農及び肉用牛生産で約４～５割、養
豚及び養鶏で約７割となっており、飼料価格、特に濃厚飼料原料の大宗を占める輸入
穀物の価格動向は、畜産経営に大きく影響します。

・我が国の畜産・酪農の競争力を強化するためには、輸入飼料原料への過度の依存から
脱却し、国産飼料の一層の増産と利用の着実な拡大により飼料自給率を高め、飼料生
産基盤に立脚した力強い畜産経営を確立していくことが重要です。

政策目標
○飼料自給率の向上（26％（平成25年度）→40％（平成37年度））
○飼料作付面積の拡大（89万ha（平成25年度）→108万ha（平成37年度））

＜主な内容＞
１．飼料増産総合対策事業 ９７１（１，０１１）百万円
（１）草地生産性向上対策 ２２６（２７７）百万円

① 不安定な気象に対応したリスク分散等により安定的に高収量を確保するため
の草地改良

② 飼料作物の優良品種利用の推進
等を支援します。

補助率：定額、１／２以内
事業実施主体：農業者集団、民間団体

（２）国産飼料増産対策 ６４８（５６４）百万円
① コントラクター及びＴＭＲセンター（コントラクター等）が地域の飼料生産
の担い手として機能の高度化を図るため、国のガイドラインの方向に即し、飼
料生産作業の集積等により生産機能の強化を図る取組

② コントラクター等による青刈りとうもろこし等の栄養価の高い良質な粗飼料
（高栄養粗飼料）の作付・利用拡大の取組

③ 繁殖基盤強化に向けた肉用繁殖雌牛等の放牧を活用した地域内一貫生産体制
の構築の取組

④ 公共牧場の新たな活用方法の検討の取組
⑤ 子実用とうもろこし等の国産濃厚飼料の生産・利用体制の構築
等を支援します。

補助率：定額、１／２以内
事業実施主体：農業者集団、民間団体

（３）エコフィード増産対策 ９６（１７０）百万円
エコフィードの品質向上及びエコフィード利用畜産物の差別化の促進、地域の

飼料化事業者の育成、国産由来の食品残さ等の積極的な収集を通じたエコフィー
ドの増産等を支援します。

補助率：定額、１／２以内

事業実施主体：農業者集団、民間団体

［平成30年度予算の概要］



２．飼料生産型酪農経営支援事業 ６，９６０（６，９６０）百万円
自給飼料生産基盤に立脚した経営を行う酪農家（自給飼料の生産を行うとともに

環境負荷軽減に取り組んでいる者）に対し、飼料作付面積に応じて交付金
（１．５万円／１ha）を交付します。
また、飼料作付面積を拡大し、輸入飼料の使用量を削減又は乳用後継牛を増頭し

た場合には、拡大面積に応じた交付金（３万円／１ha）を追加交付します。
補助率：定額

事業実施主体：都道府県協議会、生乳生産者

３．草地関連基盤整備＜公共＞ ６，８５５（６，１９７）百万円
畜産経営規模の拡大や畜産主産地の形成に資する飼料生産の基盤整備等を推進し

ます。
農業農村整備事業で実施

国費率、補助率：３／４、１／２等

事業実施主体：国、都道府県、事業指定法人

お問い合わせ先：
１の事業 生産局飼料課 （０３－３５０２－５９９３）
２の事業 生産局畜産企画課 （０３－３５０２－０８７４）
３の事業 生産局飼料課 （０３－６７４４－２３９９）

［平成30年度予算の概要］



29 自給飼料の生産拡大

 不安定な気象に対応したリスク分散等により安
定的に高収量を確保するための草地改良、飼料作
物の優良品種利用の推進 等を支援

 飼料生産作業の集積等によるコントラクター等の
生産機能等の強化、繁殖基盤強化に向けた肉用
繁殖雌牛等の放牧を活用した地域内一貫生産体制
の構築、公共牧場の新たな活用方法の検討の取組、
子実用とうもろこし等の国産濃厚飼料の生産・
利用体制の構築 等を支援

 エコフィードの品質向上及びエコフィード利用
畜産物の差別化促進、地域の飼料化事業者の育成、
国産由来の食品残さ等の積極的な収集を通じた
エコフィードの増産 等を支援

草地の改良 ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ等機能高度化

放牧の推進

飼料増産総合対策事業

 畜産経営規模の拡大や畜産主産地の形成に資する飼料生産の基盤整備等を推進

草地関連基盤整備＜公共＞

国産飼料の一層の増産と着実な利用の拡大により、飼料自給率の向上を図り、飼料生
産基盤に立脚した力強い畜産経営を確立。

飼料生産型酪農経営支援事業

○ 対象者の要件

・ 飼料作付面積が、北海道で４０a／頭、都府県
で１０a／頭以上

・ 環境負荷軽減に取り組んでいること

自給飼料生産基盤に立脚
した経営を行う酪農家に
対し、

 飼料面積を拡大し、輸入飼料の使用
量を削減又は乳用後継牛を増頭した
場合、拡大面積に応じた追加交付金
を併せて交付

 飼料作付面積に応じて、
本体交付金を交付

○ 交付金単価[二作目、契約栽培の面積も対象]

補助率：定額、１／２以内等 エコフィード利用拡大

飼料作付面積の拡大 ３万円／１ha（追加交付）

飼料作付面積 １．５万円／１ha

平成30年度予算概算決定額
14,786（14,168）百万円

国産濃厚飼料
（子実用とうもろこし・イア
コーンサイレージ等）の

生産・利用の推進



30 野菜価格安定対策事業

【（所要額）１６，５５８（１７，２３５）百万円】

対策のポイント

野菜の生産・出荷の安定と消費者への安定供給を図るため、野菜価格安定

対策を的確かつ円滑に実施します。

＜背景／課題＞

国民消費生活上、必要不可欠な野菜について、消費者への安定供給を図るためには、

価格が著しく低落した場合に生産者補給金を交付すること等により野菜農家の経営に及

ぼす影響を緩和する野菜価格安定対策を円滑に推進していくことが重要です。

政策目標

生産及び出荷の安定を図ることにより市場入荷量の変動を抑制

（変動係数 1.8％（平成17年度）→1.4％以下（平成37年度））

＜主な内容＞

野菜価格安定対策の円滑な推進

野菜の生産・出荷の安定と消費者への安定供給を図るため、価格低落時における生産

者補給金の交付等により、野菜価格安定対策を的確かつ円滑に実施します。

補助率：定額、65／100、60／100、50／100

事業実施主体：（独）農畜産業振興機構

［お問い合わせ先：生産局園芸作物課 （０３－３５０２－５９６１）］

［平成30年度予算の概要］



指定野菜（14品目）
キャベツ、きゅうり、さといも、だいこん、
トマト、なす、にんじん、ねぎ、はくさい、
ピーマン、レタス、たまねぎ、ばれいしょ、
ほうれんそう

特定野菜（35品目）
アスパラガス､いちご､えだまめ､かぶ､かぼちゃ､
カリフラワー､かんしょ､グリーンピース､ごぼう､
こまつな､さやいんげん､さやえんどう､しゅんぎく､
しょうが､すいか､スイートコーン､セルリー､
そらまめ､ちんげんさい､生しいたけ､にら､にんにく､
ふき､ブロッコリー､みずな､みつば､メロン､
やまのいも､れんこん､ししとうがらし､わけぎ､
らっきょう､にがうり､オクラ､みょうが

基本の仕組み
価格

平均販売価額

平均価格
(100%)

この一部につき補給金を交付

保証基準額
(90%)

最低基準額
(60%)

国、都道府県、生産者で拠出

野菜価格安定対策事業

野菜の生産・出荷の安定と消費者への安定供給を図るため、価格低落時における生産者補給金の交付等
により、野菜価格安定対策を的確かつ円滑に実施。

指定野菜価格安定対策事業
特定野菜等供給産地育成

価格差補給事業

対象野菜
指定野菜 １４品目

国民消費生活上重要な野菜

特定野菜 ３５品目
国民消費生活や地域農業振興の観点から

指定野菜に準ずる重要な野菜

産
地
要
件

面積 ２０ｈａ（露地野菜） ５ｈａ

出荷割合 ２／３ ２／３

拠出割合
（国：都道府県：生産者）

３：１：１ １：１：１

平均価格

保証基準額 平均価格の９０％ ８０％

最低基準額 平均価格の６０％ ５５％

補填率 原則９０％ ８０％

対象者 出荷団体、生産者（個人･法人） 出荷団体、生産者（個人･法人）

過去６カ年の卸売市場価格を基礎に算出

平成３０年度予算概算決定額 （所要額）１６，５５８（１７，２３５）百万円



31 新しい園芸産地づくり支援事業
【１，４０６（２，２７３）百万円】

対策のポイント
実需者ニーズに対応した野菜や果樹、花きの生産拡大を実現するため、水

田地帯において水稲から園芸作物への転換を図り、生産者と実需者等の関係
者が連携して取り組む新しい園芸産地の育成を支援するとともに、需要が拡
大する加工・業務用野菜について、安定生産・安定供給に必要な土壌・土層
改良等の取組を支援します。

＜背景／課題＞
・実需者ニーズに対応した野菜や果樹、花きの生産拡大を実現するためには、まとまっ

た規模で大ロット生産が可能な水田地帯において、生産者と実需者等の関係者が連携
した新しい園芸産地を育成していくことが重要です。このためには、水田から園芸作
物に転換する際の技術面や販売面の課題を克服することが必要です。

・また、野菜については、食の外部化や簡便化の進展に伴い、加工・業務用を中心とし
て国産需要が高まっていますが、実需者の多様なニーズに十分に応え切れておらず、
輸入品にシェアが奪われている状況です。このため、収量・品質の安定化、生産コス
トの低減など、産地の生産構造を改革していくことが必要です。

政策目標
○野菜の生産数量の増加
（1,195万トン（平成25年度）→1,395万トン（平成37年度））
○果樹産地面積のうち優良果実の供給面積割合の増加
（５％（平成25年度）→17％（平成37年度））
○国産花きの産出額の拡大
（3,785億円（平成25年）→5,000億円（平成32年））

＜主な内容＞

１．園芸作物生産転換促進事業 ６７１（１，４８０）百万円
水田地帯において、生産者と実需者等の関係者で構成されるコンソーシアムによ

る推進体制により、産地の合意形成、品種の選定や出荷先の確保、排水対策や栽培
技術の確立、機械・施設のリース導入など、新たな園芸産地の育成に必要な取組を
一体的に支援します。

補助率：定額、１／２以内
事業実施主体：都道府県、民間団体

支援対象者：協議会（生産者、実需者等で構成）、民間団体

２．加工・業務用野菜生産基盤強化事業 ７３５（７５０）百万円
輸入野菜からのシェア奪還に向け、加工・業務用野菜への転換を推進する産地を

対象に、加工・業務用野菜の安定生産・安定供給に必要な土壌・土層改良、被覆資
材の使用等の作柄安定技術の導入に必要な経費を支援します。

対象品目：キャベツ、たまねぎ、にんじん、ねぎ、かぼちゃ、ほうれんそう、
レタス、スイートコーン、えだまめ

補助率：定額
交付先：（独）農畜産業振興機構

事業実施主体：農業者団体等

お問い合わせ先：
生産局園芸作物課園芸流通加工対策室 （０３－３５０２－５９５８）

［平成30年度予算の概要］



新しい園芸産地づくり支援事業

園 芸 作 物 生 産 転 換 促 進 事 業

○ 実需者ニーズに対応した園芸作物の生産拡大を実現するため、水田地帯において水稲から園芸

作物への転換を図り、生産者と実需者等の関係者が連携して取り組む新しい園芸産地の育成を支援。

加工・業務用野菜生産基盤強化事業

○ 加工・業務用野菜への作付転換を推進

するため、作柄安定技術を導入する際に

必要な経費を支援。

⼟壌改良資材

⼟壌消毒

かん⽔
（保⽔対策）

作柄安定に係る技術

対象品目：露地野菜、施設野菜、果樹、花き

①産地の合意形成

②品種の選定や出荷先の確保

③排⽔対策や栽培技術の確⽴

④機械・施設のリース⽅式による導⼊等

⽔稲から園芸作物への転換に向けて、
・ ⽣産者間で⽣産体制の構想を検討するとともに、
・ 流通業者や実需者を含めたコンソーシアムを構築。

新たに園芸作物に取り組むに当たり、
・ 産地の気象・⼟壌条件に適した品種の検討を⾏う
とともに、

・ 事業実施後の契約取引の実現に向けて実需者と
計画的に協議。

⽔⽥地帯で園芸作物への転換が可能かを検証するため、
・ 地下⽔位制御システムによる排⽔対策の実証、
・ 栽培技術確⽴のための実証ほの設置、技術講習会
等を実施。

地下⽔位制御システム 栽培研修

品種選定試験 実需者と計画的に協議

コンソーシアム
による会議

⽣産者間の⽣産
体制の検討

試験ほ場での
機械実演

畝⽴同時施肥機 全⾃動移植機 収穫機

【機械化⼀貫体系の導⼊（キャベツ）】

天地返し
（⼟層改良）

助成単価

【⽀援内容】

定額（３年間の取組に対して15万円／10a）

対象品⽬

キャベツ、たまねぎ、にんじん、ねぎ、かぼちゃ、
ほうれんそう、レタス、スイートコーン、えだまめ

⽀援対象

⼟壌・⼟層改良、マルチ・べたがけ等の資材の
使⽤、病害⾍防除資材の導⼊ 等

まとまった⾯積でより⾼い収益を確保できるよう、
・ 低コスト⽣産に必要な機械化⼀貫体系の導⼊や、
・ 施設野菜の⽣産に必要なハウス等の導⼊、
・ 導⼊する機械・施設に対応する栽培技術の実証
等を実施。



32 次世代施設園芸の取組拡大
【２，３６２（２，５０１）百万円】

対策のポイント
施設園芸産地の生産性向上と規模拡大に必要な技術を習得する仕組みづく

りを支援するとともに、次世代型大規模園芸施設の整備や次世代施設園芸の

ノウハウの分析・情報発信を支援します。

＜背景／課題＞

・施設園芸は野菜等の周年安定供給に貢献するとともに、所得の向上と地域の雇用創出

が見込まれる有望な部門です。

・農家数が減少傾向にある中、野菜等の供給力を確保するため、高い生産性と大規模化

を実現する次世代施設園芸拠点を参考に、①周年・計画生産が可能な高度環境制御技

術、②地域エネルギー活用・省エネルギー化技術、③雇用型の生産管理技術や省力化

技術を導入し、施設園芸の生産性向上と規模拡大を進めていく必要があります。

政策目標
施設作トマトの１割以上で次世代施設園芸を実践

＜主な内容＞

１．次世代施設園芸拡大支援事業 ３６２（５０１）百万円

（１）次世代施設園芸技術習得支援事業
施設園芸産地における生産性向上と規模拡大を加速化するため、高度環境制御

技術、雇用型の生産管理技術及び自動化等の省力化技術について、産地の実情に

合わせた実証や実証温室での研修受入等による技術を習得する仕組みづくりとそ

の仕組みの各地域への展開を支援します。また、農地中間管理機構等と連携した

農地と施設の一体的な集積を重点支援します。

（２）次世代施設園芸地域展開促進事業
次世代施設園芸拠点の成果に関する情報発信、次世代施設園芸拠点のノウハウ

や施設の設置コスト低減方策を分析・整理した手引きの作成等を支援します。

補助率：定額、１／２以内

事業実施主体：生産者・民間企業・都道府県等から構成されるコンソーシアム等

２．強い農業づくり交付金（優先枠） ２，０００（２，０００）百万円
高度環境制御技術と地域エネルギー活用・省エネルギー化技術を活用した次世代

型大規模園芸施設や生産性向上と規模拡大の技術習得に必要な実証温室の整備につ

いて、優先枠を設定して積極的に支援します。

交付率：都道府県へは定額（事業実施主体へは事業費の１／２以内等）

事業実施主体：都道府県、市町村、農業者の組織する団体、事業協同組合等

お問い合わせ先：

生産局園芸作物課花き産業・施設園芸振興室 （０３－３５９３－６４９６）

［平成30年度予算の概要］



現在 将来

次世代施設園芸

次世代施設園芸に
取り組む技術力
のある農家

従来型
施設園芸

10年後の姿現在 支援後

整備の拡大

技
術
力
の
あ
る
農
家
の
確
保

次
世
代
施
設
園
芸
へ
の
転
換

１ 施設園芸における生産性向上と規模拡大の推進 ２ 次世代施設園芸等の推進

次世代施設園芸拡大支援事業
（次世代施設園芸地域展開促進事業）

○ 次世代施設園芸拠点のノウハ
ウや施設の設置コスト低減方策を
分析・整理した手引きの作成、全
国フォーラムの開催等を支援。

強い農業づくり交付金
（次世代施設園芸優先枠）

○ 高度環境制御技術と地域エネル
ギー活用・省エネルギー化技術を
活用した次世代型大規模園芸施
設、技術習得に必要な実証温室の
整備を支援。

次世代施設園芸拡大支援事業
（次世代施設園芸技術習得支援事業）

次世代施設園芸の取組拡大のイメージ

次
世
代
施
設
園
芸
の
取
組
拡
大

次世代型大規模園芸施設
（モデル拠点）

○ コンソーシアムによる技術の実証、研修等を実施。

コンソーシアムが実証の成果を各地域に普及

生産から出荷までの施設の集積

○ 施設園芸の生産性向上と規模拡大の鍵となる、高度環境制御技術、雇用型の生産管理技術及び自動化等の省力化技術に
ついて、産地の実情に合わせた実証や実証温室での研修受入等により、技術を習得する仕組みづくり等を支援。

○ 併せて、次世代型大規模園芸施設や技術習得に必要な実証温室の整備、次世代施設園芸のノウハウや施設の設置コスト低
減方策の分析・整理及び情報発信を支援。

次世代施設園芸の取組拡大

生産性向上と規模拡大の加速化のための技術習得の仕組みづくり

温室の低コスト化

※強い農業づくり交付金と連携

農地と施設の集積

農地中間管理機構等を活用した
農地と施設の一体的集積を重点
支援

コンソーシアムの構成員

都道府県、市町村
（行政、試験研究機関、普及組織）

施設園芸機器ﾒｰｶｰ

生産者 実需者 生産者団体

○技術指導・データ分析・マニュアル作成○技術実証

農地中間管理機構

経営規模の拡大＋

低コスト化技術を活
用した実証温室の
整備も併せて支援

技術の実証・研修

生産性の向上

○実証温室での研修受入による技術習得

環境データの見える化・分析、
温室内の環境制御

高度環境制御技術

生産・作業計画の立案と
要員配置、従業員育成

雇用型生産管理技術

作業の自動化等により、少
人数で大規模な面積を管理

省力化技術

【平成３０年度予算概算決定額 ２，３６２（２，５０１）百万円】

都道府県、生産者は必須構成員

※特に、農地中間管理機構を活用した
場合、優先採択



33 果樹支援関連対策

果樹農業好循環形成総合対策事業【５，５６０（５，６６０）百万円】
輸出環境整備推進事業【５６５（－）百万円の内数】

対策のポイント
省力化技術等を活用した労働生産性の向上を図る取組など、高品質果実の

生産・供給体制の強化の取組を支援するとともに、消費者ニーズや流通・消
費構造の変化に対応した国産果実加工品の需要拡大や輸出環境の整備の取組
等を支援します。

＜背景／課題＞
・我が国の果樹農業は、高齢化の進展や担い手の減少、農地荒廃の加速化等により、生

産基盤が脆弱化しており、園地の集積や労働生産性の向上など果実の供給力の維持･
強化が大きな課題となっています。

・さらに、果実の需給構造を見ると、国内需要のうち６割、果実加工品だけを見ると９
割を輸入に依存しており、国産果実加工品等の需要拡大を図るため、高品質な国産果
実加工品等の魅力を発信することが重要となっています。

政策目標
果樹産地面積のうち優良果実の供給面積割合の増加

（５％（平成25年度）→17％（平成37年度））

＜主な内容＞
１．果樹農業好循環形成総合対策事業 ５，５６０（５，６６０）百万円
（１）果樹産地における高品質果実の供給力の維持・強化

優良品目・品種への転換を加速するため、引き続き、産地の担い手による改植
等を支援するほか、以下の取組を推進します。

※ 農地中間管理機構を活用するなど、構造改革に取り組む産地協議会を優先採択します。
① 担い手への園地集積や条件の良い平地等への移動の推進

ア 面的な改植、担い手への園地集約の推進
園地を集積・集約することに伴い、追加的な土層改良経費を要する場合には、改

植単価を２万円／10a加算します（農地中間管理機構の活用等）。
イ 急傾斜地から平地等への移動改植の推進

経営規模の拡大や作業性の向上等を図るため、農地を集積し急傾斜地から平
地等に移動して改植を行う際、園地整備に伴い追加的な土層改良経費を要する場
合には、改植単価を加算して支援します（加算額：２万円／10a）。

② 労働生産性の向上を図る取組の強化
農地中間管理機構を活用して園地を集積し、産地の構造改革を進める「農地中

間管理機構モデル地区」における、ＩＣＴの導入等による省力化・低コスト化技
術を活用した生産技術体系の構築のための実証等を支援します。

（２）加工原料安定供給対策の推進
産地における加工用果実の作柄安定技術の導入、果汁製品の高品質化設備や長期

保存施設等の導入、新需要に対応した商品開発、需要拡大に向けた取組等を支援し
ます。

補助率：定額、定額（１／２相当）、６／10、１／２、１／３
事業実施主体：（公財）中央果実協会、民間団体

２．輸出環境整備推進事業 ５６５（－）百万円の内数
輸出先における残留農薬基準（インポートトレランス）の設定申請を支援します。

補助率：定額
事業実施主体：民間団体

［お問い合わせ先：生産局園芸作物課 （０３－３５０２－５９５７）］

［平成30年度予算の概要］



省力化技術等を活用した労働生産性の向上を図る取組など、高品質果実の生産・供給体制の強化の取組を支援するとともに、
消費者ニーズや流通・消費構造の変化に対応した国産果実加工品の需要拡大や輸出環境の整備の取組等を支援。

ノウハウの見える化

輸出環境整備推進事業 （５６５（－）百万円の内数）

・高品質な果実は輸出先国で人気が高く、
有望な輸出品目であるが、輸出先によって
は、残留農薬の条件クリアなどが必要。

・輸出先における残留農薬基準（インポートトレランス）の設定申請に必要なデータ収集等を支援。 ［補助率：定額］

・農地中間管理機構を活用して園地を集積し、産地の構造改革を進める「農地中間管理機構
モデル地区」における、ＩＣＴの導入等による省力化・低コスト化技術を活用した生産技術
体系の構築のための実証等を支援。

加工原料安定供給対策の推進【継続】

・ストレート果汁や機能性表示の利用など、
消費者ニーズや流通・消費構造の変化に対
応した国産果実加工品の需要拡大が重要。

高品質な
りんごストレート
果汁飲料

・産地における加工用果実の作柄安定技術の導入、果汁製品の高品質化
設備や長期保存施設等の導入、新需要に対応した商品開発、需要拡大
に向けた取組等を支援。

ＩＣＴの導入

ニーズに合わせた国産果実加工品による需要拡大

カットフルーツ

・高品質な国産果実は我が国の強み。

・しかしながら、果樹産地では、高齢化等に
伴い担い手が減少しており、果実の供給力
の維持が困難になるおそれ。

⇒ まとまった園地を整備し、高品質果実の
安定供給を図れる産地体制の整備を図り、
次世代に円滑に承継していく必要。
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１ha未満の農家
割合：約60％

2ha以上の農家
割合：約15％

・ＩＣＴ活用による省力的な圃場管理技術やＡＩによる摘果技術の早期習得
・なしのジョイント栽培やりんごの高密植わい化栽培等の省力栽培技術

【技術実証の例】

［補助率：定額、 １／２、 １／３］

［補助率：定額］

※２

※２

【改 植】２３万円／10a （みかん等のかんきつ類）
１７万円／10a （りんご等の主要落葉果樹等）
３３万円／10a （りんごわい化栽培等）
１／２以内 （その他果樹）

【未収益】２２万円／10a （5.5万円×改植の翌年から４年分）

果実の供給力の維持・強化【新規・拡充】

労働生産性の向上を図る取組の強化【新規】

１ 面的な改植、園地集約の推進【継続】

２ 農地を集積し急傾斜地から平地等へ移動して行う改植経費への支援【新規】

※１ 産地の担い手による改植等についても、農地中間管理機構を活用するなど、構造改革に

取り組む産地協議会を優先採択。

※２ 同じほ場で１、２両方の取組を行う場合でも土層改良経費の加算は、２万円/10aが上限。

園地借⼊
⽼⽊伐採
地⼒回復

園地集約
維持管理

園地整備
改植実施

農
地
中
間
管
理
機
構

まとまった優良園地にして
担い手に転貸

作業性の良い園地
急傾斜の小規模園地

果樹農業好循環形成総合対策事業 （５，５６０（５，６６０）百万円）

果樹支援関連対策

・園地を集積・集約することに伴い、
追加的な土層改良経費を要する場合に
は、改植単価を２万円/10a加算（農地
中間管理機構の活用等）。

産地の担い手による改植等支援【拡充】※１

ノウハウの見える化

果樹農業好循環形成総合対策事業 【平成３０年度予算概算決定額 ５，５６０（５，６６０）百万円】
輸出環境整備推進事業 【平成３０年度予算概算決定額 ５６５（－）百万円の内数】

・生産基盤の拡大や作業性の向上等を図るため、農地を集積し急傾斜地から平地等に移動して
改植を行う際、園地整備に伴い追加的な土層改良経費を要する場合には、２万円/10aを加算。



34 甘味資源作物生産支援対策
【１０，１８６（９，７９５）百万円】

（平成29年度補正予算 １，５５０百万円）

対策のポイント
甘味資源作物生産者及び国内産糖製造事業者の経営の安定並びに砂糖の安

定供給を図るとともに、さとうきびの自然災害からの回復に向けた取組に対

して支援します。

＜背景／課題＞

・国内産糖と輸入糖にある内外コスト格差の是正のため、甘味資源作物生産者及び国内

産糖製造事業者に対して交付金を交付し、経営の安定、砂糖の安定供給の確保を図る

ことが必要です。

・また、沖縄県、鹿児島県南西諸島の基幹作物であるさとうきびは、近年、台風や干ば

つ等の自然災害が続いていることから、自然災害からの回復に向けた取組に対して支

援することが必要です。

政策目標
○てん菜の生産量を増加
（357万トン（平成26年度）→368万トン（平成37年度））

○さとうきびの生産量を増加

（116万トン（平成26年度）→153万トン（平成37年度））

○国内産糖の安定的な供給

（73万トン（平成26年度）→80万トン（平成37年度））

＜主な内容＞

１．甘味資源作物生産者等支援安定化対策 ９,４８１（９,０９０）百万円

国内産糖と輸入糖にある内外コスト格差を調整するため、（独）農畜産業振興機構

が甘味資源作物生産者及び国内産糖製造事業者に交付する甘味資源作物交付金及び

国内産糖交付金の一部に相当する金額を同機構に交付するとともに、生産者交付金

の代理申請者の申請・支払事務経費への支援を行います。

補助率：定額

事業実施主体：（独）農畜産業振興機構

生産者団体等

２．甘味資源作物安定生産体制確立事業 ７０５（７０５）百万円

「さとうきび増産基金」により、台風、干ばつ、病害虫発生等の自然災害からの

回復に向けた取組を支援します。

補助率：定額

事業実施主体：生産者団体等

[平成30年度予算の概要]



[平成30年度予算の概要]

３．甘味資源作物生産性向上緊急対策事業

（平成29年度補正予算 １，５５０百万円）

（１）さとうきび等生産性向上緊急対策事業

① さとうきび生産性向上支援事業

さとうきびの生産性向上を図るため、ハーベスタや株出管理機等の農業機械の

導入や自然災害に強い品種への転換等、島ごとの実情に応じた取組を支援します。

補助率：リース料の６／１０以内、定額

事業実施主体：生産者組織等

② 分みつ糖工場労働効率向上支援事業

製糖工場における働き方改革への対応や慢性的な労働力不足の改善に向けて、

人員配置の改善の検討など労働効率を高める取組を支援します。

補助率：定額

事業実施主体：県域以上の民間団体等

（２）かんしょ生産性向上緊急対策事業

かんしょについて、近年の低温・寡照の影響等による収量の低迷からの回復を図

るため、適期作業による収量増加などを可能とするマルチ栽培を行う機械の導入等

を支援します。

補助率：物件相当額の１／２以内

事業実施主体：生産者組織等

[お問い合わせ先：政策統括官付地域作物課 (０３－３５０１－３８１４)]



甘味資源作物対策

○ 甘味資源作物は、沖縄県及び鹿児島県等の基幹作物であり、地場産業である製糖工場等と共に地
域経済と地域雇用を支える存在となっているが、機械化の遅れや慢性的な労働力不足が顕在化してお
り、他産業と比べて生産性の向上が特に必要。

○ 地域経済を活性化するためには、地域の基幹作物であるさとうきびの増産が必要であり、平成27年に

改定した「さとうきび増産プロジェクト」に定めた取組のうち、地力の増進など地域において特に重要な
取組を支援するとともに、自然災害からの回復に向けた取組や気象災害等の状況を受けても再生産が
確保できるよう生産構造の安定化を図る取組に対して支援を行うことで、さとうきびの「増産」を確実なも
のとする。

＜内容＞
○島ごとの主な課題
○増産に向けた生産目標（作型別の面積、単収、
生産量等）

○目標達成に向けた取組計画（経営基盤、生産基
盤、技術対策等）

島ごとの増産プロジェクト

生産性向上
（29年度補正予算）

【甘味資源作物安定生産体制確立事業 平成30年度予算概算決定額：７０５（７０５）百万円】

増産基金
（30年度予算）

自然災害被害対策

工場対策

自然災害 主な対策

干ばつ ・かん水

台風
・除塩（散水）
・苗の補植、改植

病害虫 ・病害虫防除

その他
の災害

（災害の内容に応
じた対策）
・株出管理作業
・苗の確保 等

（甘味資源作物生産性向上緊急対策事業 平成29年度補正予算額：１，５５０百万円）

生産構造改革

製糖事業者向け

＜さとうきび＞
適期植付、適期株出管理

を行うため、収穫機と株出
管理機等を一体的に導入

＜かんしょ＞
適期に作業を実施するた

め、マルチ張り機や挿苗機
等の導入を支援し、収量増
加を推進

＜甘しゃ糖工場＞
工場診断等によ

り、省力化や自動
化できる工程の検
討、人員配置の改
善の試行的取組

労働力の効率化

生産技術向上

取 組 例

＜さとうきび＞
地域条件に適応した優良

品種の計画的普及

取 組 例

生産者向け

さとうきびの生産状況
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働き方改革への対
応や慢性的な労働
力不足の改善に向
けて、人員配置の
改善の検討など労
働効率を高める取
組を支援。

さとうきび、かんしょの産地において、生産性
向上を図るために必要となる農業機械等の
リース導入を支援。

さとうきび産地において、自然災害に強い品種

への転換等島ごとの実情に応じた生産性向上
の取組を支援。

収穫機

採苗ほ

マルチ張り機

取 組 例 取 組 例



35 地域特産作物支援関連対策

茶・薬用作物等地域特産作物体制強化促進事業
【１，４５０（１，６１４）百万円】

輸出環境整備推進事業【５６５（－）百万円の内数】

対策のポイント
茶や薬用作物などの地域特産作物について、生産性の向上等による競争力

強化を図るため、地域の実情に応じた生産体制の強化、需要の創出など生産
から消費までの取組を総合的に支援します。

＜背景／課題＞
・茶や薬用作物、甘味資源作物などは、地域の加工技術等と結びつき品質の高い製品を
生み出すことで、中山間地域等における農業振興や地域経済の活性化に貢献していま
す。

・しかしながら、技術指導や技術改良に対応する体制の構築が進んでおらず、低コスト
化や需要に応じた生産等が課題となっています。

・これらの課題を解決して生産性の向上等を実現し、競争力強化を図るためには、全国
組織等による民間企業と連携した支援体制の整備や、地域の実情に応じた生産体制の
強化や需要創出、輸出環境の整備等の取組が必要となっています。

政策目標
○茶の輸出額の増加（50.5億円（平成24年）→150億円（平成31年））
○薬用作物の栽培面積の拡大（524ha（平成27年度）→630ha（平成32年度））

＜主な内容＞

１. 茶・薬用作物等地域特産作物体制強化促進事業
１，４５０（１，６１４）百万円

（１）全国的な支援体制の整備
茶や薬用作物などの地域特産作物の生産性の向上や高品質化等を図るため、全国

組織等による民間企業とのマッチング、機械・技術の改良、技術アドバイザーの派
遣、需要拡大等を行うための取組を支援します。

（２）地域における取組の支援
① 生産体制の強化
茶の改植や有機栽培等への転換、実証ほの設置等の生産体制の確立、省力化・低

コスト化のための農業機械等の改良及びリース導入、生産安定技術の確立等を支援
します。

② 需要の創出
消費者・実需者ニーズの把握、実需者等と連携した商品開発、製造・加工技術の

確立等を支援します。
補助率：定額、１／２以内等

事業実施主体：民間団体等

２. 輸出環境整備推進事業 ５６５（－）百万円の内数
輸出先国における残留農薬基準（インポートトレランス）の設定申請を支援します。

補助率：定額

事業実施主体：民間団体等

［平成30年度予算の概要］



［平成30年度予算の概要］

（関連対策）
薬剤抵抗性病害虫・難防除雑草等の防除対策の高度化事業

５３（－）百万円の内数
マイナー作物に対する農薬の適用拡大に必要な薬効薬害・作物残留試験等の実施、

ドローン等無人航空機による農薬散布を活用した防除方法等の確立、難防除雑草に対
する防除技術確立及び薬剤抵抗性病害虫・雑草の管理体制の構築に対して支援します。

補助率：定額

事業実施主体：民間団体等

お問い合わせ先：
１（１）、（２）の事業 生産局地域対策官（茶・薬用作物等）

（０３－６７４４－２１１７）
１（２）の事業 政策統括官付地域作物課（甘味資源作物等）

（０３－３５０１－３８１４）
２の事業 食料産業局輸出促進課 （０３－３５０１－４０７９）
関連対策の事業 消費・安全局植物防疫課（０３－３５０２－３３８２）



地域特産作物支援関連対策  

担い手 

情報の共有化、技術指導等 

全国組織等 
民間企業と産地とのマッチング、機械・技術の改良、
技術アドバイザーの派遣、需要の拡大、人材育成等 

民間企業（機械メーカー、加工業者等） 連携 

連携 

 
＜生産体制の強化＞ 
・ 生産体制の確立（新植・改植の支援、有機栽培等への転換、未収益期間支援、実証ほの設置  等） 
 

・ 省力化・低コスト化（機械実証導入、設備改善、機械等のリース導入  等） 
 

・ 生産安定化技術の確立（有望品種やバイオ苗を活用した栽培技術実証 等） 
 

・ 種苗供給体制の整備 （種苗用栽培方法の確立  等）            
＜需要の創出＞ 
・ 消費者・実需者ニーズの把握（マーケティング調査  等） 
 

・ 実需者等と連携した商品開発（試作品作成、包装の改良  等） 
 

・ 製造・加工技術の確立（高品質化技術の実証、品質管理機器の整備  等） 
 

・ 消費者等の理解促進（パンフレットの作成  等） 
 
 

 全国組織等が省力化・低コスト化、需要拡大などの共通課題の解決に向け、担い手等に対する技術指導や、民間企業とのマッチング
等の支援を行うことにより、担い手育成や経営規模の拡大等を実現。 

産地 

茶の萎凋処理による香りを 
発現させる加工技術 

蛍光シルクによる 
新需要の創出 

＜機械等のリース導入＞ ＜実証ほの設置＞ 

担い手 
産地 

＜マーケティング調査＞ 

＜茶の新植・改植＞ 

 
○ 茶や薬用作物など地域特産作物は、中山間地域等における農業振興や地域経済の活性化に貢献する重要な作物。 
 

○ しかしながら、技術指導や技術改良に対応する体制の構築が進んでおらず、省力化･低コスト化や消費者の嗜好・ライフス 
 タイルの変化に合わせた生産及び商品開発等が課題。 
 

○ このため、全国組織等による民間企業と連携した支援体制の整備や地域の実情に応じた生産体制の強化・需要創出等 
 の取組への支援が必要。 

＜商品開発＞ 

・ 輸出先国における残留農薬基準（インポートトレランス）の設定申請の支援   

（２） 地域における取組の支援 

（１） 全国的な支援体制の整備 

２．輸出環境整備推進事業 【５６５（－）百万円の内数】 

１．茶・薬用作物等地域特産作物体制強化促進事業 【１，４５０（１，６１４）百万円】 

茶・薬用作物等地域特産作物体制強化促進事業    
輸出環境整備推進事業                                           

【平成３０年度予算概算決定額  １，４５０（１，６１４）百万円】 
【平成３０年度予算概算決定額   ５６５ （－）百万円の内数】 



36 花き支援関連対策
【７５８（７５１）百万円】

対策のポイント

国産花きの生産拡大を図るため、花き業界関係者が一体となって行う、需

要に合わせた生産・供給体制の強化や物流の効率化の取組を支援するととも

に、需要拡大に向けた効果的な取組等を支援します。

＜背景／課題＞

・平成26年12月に施行された「花きの振興に関する法律」の理念の実現に向けて、国産

花きの生産・供給体制の強化や需要拡大に向けた取組等を推進し、国産花きの生産拡

大を図ることが重要です。

・また、トラックドライバーの不足等から物流費の高騰や輸送手段の確保が困難となっ

ていることから、品目・品種によって荷姿が大きく異なる花きの物流を抜本的に効率

化することが求められています。

政策目標

国産花きの産出額の拡大（3,785億円（平成25年）→5,000億円（平成32年））

＜主な内容＞

１．国産花きイノベーション推進事業 ７１２（７５１）百万円

生産者と川上及び川下の情報を的確に捉えた流通業者等が連携して取り組むニー

ズに合致した品目・品種の導入や栽培体系の実証などによるマーケットインの産地

づくり、産地間連携の取組、盆栽等の事前隔離栽培の実証、需要拡大に向けた効果

的なプロモーション活動等を支援します。

補助率：定額

事業実施主体：協議会、民間団体等

２．食品流通合理化促進事業のうち

花き物流システム高度化・転換実証支援事業 ４６（－）百万円

複数の産地、流通業者、小売業者等の幅広い関係者が参画し、流通に用いる台車

の統一や共同出荷輸送等の流通システム転換を行う社会実験の取組を支援します。

補助率：定額

事業実施主体：民間団体

お問い合わせ先：

生産局園芸作物課花き産業・施設園芸振興室（０３－６７３８－６１６２）

［平成30年度予算の概要］



○ 国産花きの生産拡大を図るため、花き業界関係者が一体となって行う、需要に合わせた生産・供給
体制の強化や物流の効率化の取組を支援するとともに、需要拡大に向けた効果的な取組等を支援。

・ 年間を通して一定水準の品質と数量が求められるホームセンター等における国産
シェア拡大を図るため、生産者と川上及び川下の情報を的確に捉えた流通業者等が
連携して行うマーケットインの産地づくりを支援。

産地
A市内を

中心に展開

全国展開のホームセンター等

地方市場
卸売業者

地方の販売店
（ホームセンター等）

大都市の市場
東京、大阪、愛知

商流

物流

物流 A市内を
中心に展開

品目や出荷
時期の拡大

提供

A市内の
小売店

輸入品から国産品へ
新たな需要の開拓

・ 品目・品種によって荷姿が大きく異なる花き
の物流を抜本的に効率化するため、複数の
産地、流通業者、小売業者等の幅広い関係
者が参画し、流通に用いる台車の統一や共
同出荷輸送等の流通システム転換を行う社
会実験の取組を支援。

物流の抜本的効率化

小売店 ホームセンター

東京の市場 Ａ 東京の市場 Ｂ

産地産地

集荷拠点

台車の規格を統一

トラック１台でOK

ICチップで商品管理
共同集荷輸送

（花き物流の特徴）

・ 様々な箱や容器
が存在し、品目や
品種ごとに大きく
異なる荷姿。

・ 流通業者ごとに
台車がバラバラ。

生産・供給体制の強化、需要の拡大

・ この他、産地間連携の取組、盆栽等の事前隔離栽培の実証、需要拡大に向けた
効果的なプロモーション活動等を引き続き支援。

事業名：食品流通合理化促進事業のうち
花き物流システム高度化・転換実証
支援事業（４６（－）百万円）

事業名：国産花きイノベーション推進事業（７１２（７５１）百万円）

花き支援関連対策
平成３０年度予算概算決定額 ７５８（７５１）百万円

（具体例）
・ニーズに合致した品目・品種の導入や栽培体系の実証

幅広い情報を
収集、蓄積



37 産地活性化総合対策事業
【２，５７４（２，３５５）百万円】

対策のポイント
産地の活性化を図るため、「強み」のある産地形成、生産体制の高度化など、

生産現場での多様な課題の解決に向けた取組を支援します。

＜背景／課題＞
・農畜産物価格の低迷、資材価格の上昇等、農業生産現場は依然厳しい状況に置かれて

います。
・この状況を打開するためには、「日本再興戦略」等に基づき、「攻めの農業」の実現に

向け、マーケットインの発想から実需者等と一体となり新品種等を活用した「強み」
のある産地の形成、国産花きの生産・供給体制の強化等による生産体制の高度化等を
進めることが重要です。

政策目標
平成26年度から平成30年度までの５年間で新たに「強み」のある農畜産物

を150以上創出等

＜主な内容＞

１．国産花きイノベーション推進事業
国産花きの生産拡大を図るため、生産者と川上及び川下の情報を的確に捉えた流

通業者等が連携して取り組むニーズに合致した品目・品種の導入や栽培体系の実証
などによるマーケットインの産地づくり等を支援します。

２．養蜂等振興強化推進事業
養蜂振興を図るため、蜜源確保、熊による被害の実態調査や蜜蜂の衛生・飼養管

理技術の普及を支援するとともに、花粉交配用昆虫の安定確保を図るため、園芸産
地と養蜂家の連携や在来種マルハナバチの利用拡大の取組を支援します。

３．茶・薬用作物等地域特産作物体制強化促進事業
茶の改植や有機栽培等への転換、薬用作物の栽培技術の確立・普及、実需者等と

連携した地域特産作物の新商品の開発、生産体制の確立に必要な農業機械等のリー
ス導入等、地域の実情に応じた生産体制の強化や需要の創出などの取組を総合的に
支援します。

４．生産体制・技術確立支援事業
生産体制や技術面の課題を克服するため、作業ピーク時における労働力不足を解

消するための労働力募集や産地とのマッチングの推進、実需者とも連携した新品種
・新技術の導入、ICT導入による経営改善効果の定量的な分析・周知の取組等を支援
します。

５．農作業安全総合対策推進事業
農作業安全対策の実効性を高めるため、事故割合の高い高齢農業者への安全指導

体制を強化するとともに、新たに農業法人に対する大型農機の安全対策、労働法制
等に関する研修の実施など、農業法人における安全確保の取組強化を支援します。

［平成30年度予算の概要］



［平成30年度予算の概要］

６．地鶏等生産振興推進事業
増体性等に優れた地鶏を作出するため、素材鶏の能力強化及び地鶏の統合化推進

を支援します。

７．戦略作物生産拡大支援事業
水田のフル活用と需要に応じた大豆、麦、飼料用米、米粉用米等の生産拡大に向

け、多収品種や技術の導入実証、担い手向けの革新的な技術の改良・導入、新たな
米粉製品の開発、米粉製造業者等と連携した米粉用米のモデル産地の確立等の取組
を支援します。

８．地域コンソーシアム支援事業
「強み」のある産地形成を図るため、新品種や新技術等を活用して、実需者、農

業者、普及指導員等が一体となり、新たな産地形成を行う取組等を総合的に支援し
ます。

９．いぐさ・畳表農家経営所得安定化対策事業
国産畳表の高品質化・ブランド化に取り組むいぐさ生産者の経営安定を図るため、

国産畳表の価格が下落した際に補てん金を交付します。

補助率：定額、１／２以内等

事業実施主体：協議会、民間団体等

お問い合わせ先：
１の事業 生産局園芸作物課花き産業・施設園芸振興室

（０３－６７３８－６１６２）
２の事業 生産局園芸作物課花き産業・施設園芸振興室

（養蜂等振興（花粉交配用昆虫））
（０３－３５９３－６４９６）

生産局畜産振興課（養蜂等振興（蜜源植栽支援等））
（０３－３５９１－３６５６）

３の事業 生産局地域対策官（茶、薬用作物等）
（０３－６７４４－２１１７）

政策統括官付地域作物課（甘味資源作物等）
（０３－３５０１－３８１４）

４・５の事業 生産局技術普及課 （０３－６７４４－２１０７）
６の事業 生産局畜産振興課 （０３－３５９１－３６５６）
７の事業 政策統括官付穀物課 （０３－３５０２－５９６５）
８の事業 生産局総務課生産推進室 （０３－３５０２－５９４５）
９の事業 生産局地域対策官 （０３－６７４４－２１１７）



産地活性化総合対策事業

産地の活性化を図るため、「強み」のある産地形成など
生産現場での多様な課題の解決に向けた取組を支援。

国産花きイノベーション推進事業

事業実施主体：協議会、民間団体等

国産花きの生産拡大を図るため、ニーズに合致し
た品目・品種の導入等を支援

補助率：定額

養蜂等振興強化推進事業

事業実施主体：協議会、民間団体等

養蜂振興や花粉交配用昆虫の安定確保を図るた
めの技術普及等を支援

補助率：定額

茶・薬用作物等地域特産作物
体制強化促進事業

事業実施主体：民間団体等

地域特産作物の地域の実情に応じた生産体制の
強化や需要の創出等を総合的に支援

補助率：定額、１／２以内等

生産体制・技術確立支援事業

事業実施主体：民間団体等

生産体制や技術面の課題を克服するため、労働力
募集や産地とのマッチング、新品種・新技術の導
入、ICT導入効果の定量的な分析・周知等を支援

補助率：定額、１／２以内

戦略作物生産拡大支援事業

事業実施主体：民間団体等

水田フル活用と需要に応じた生産に向け、多収品
種や技術の導入、米粉用米産地の確立等を支援

補助率：定額、１／２以内

農作業安全総合対策推進事業

事業実施主体：民間団体等

農作業安全対策の実効性を高めるため、農業法
人における安全確保の取組強化を支援

補助率：定額

地鶏等生産振興推進事業

事業実施主体：協議会、民間団体等

増体性等に優れた地鶏を作出するため、素材鶏
の能力強化等を支援

補助率：定額、１／２

事業実施主体：民間団体等国産畳表の高品質化等に取り組む生産者の
経営安定を図るため価格下落時に補てん金を交付 補助率：定額

事業実施主体：協議会等

実需者、農業者等関係者が一体となった
コンソーシアムによる栽培技術実証等を支援

補助率：定額、１／２以内

地域コンソーシアム支援事業

いぐさ・畳表農家経営所得安定化対策事業



38 農業競争力強化プログラムの着実な実施に向けた調査
【８０（－）百万円】

対策のポイント
農業資材の価格引下げや農産物流通・加工の合理化に向けて、国内外にお

ける農業資材の価格や農畜産物の流通実態等を調査します。

＜背景／課題＞

・平成28年11月に決定された「農業競争力強化プログラム」において、国は、農業資材

価格の引下げや農産物の流通・加工の合理化など、農業者の努力では解決できない分

野に対処することとされています。

・また、平成29年８月に施行された「農業競争力強化支援法」において、国は、国内外

における農業資材の供給及び農産物流通等の状況に関する調査を行い、これらの結果

を公表することとされています。

・農業者の所得向上を実現するためには、これまで国が実施してきた調査を強化し、施

策のＰＤＣＡサイクルを回してその着実な実行を図る必要があります。

政策目標
農業競争力強化プログラム及び農業競争力強化支援法の着実な実行による

「良質かつ低廉な農業資材の供給」及び「農産物流通等の合理化」等の実現

＜主な内容＞

農業競争力強化プログラムに位置付けられた施策や農業競争力強化支援法に基づく施

策について、その実施状況や効果を把握するとともに、施策の推進上の新たな課題を抽

出するための調査を実施し、その結果を公表します。

（想定される調査項目の例）

○ 農業資材関係

・ 国内外の代表的な農業資材の販売価格・流通等の実態

・ 海外での農業資材に係る技術開発の動向

・ 海外の農業資材に係る法制度及びその運用 等

○ 農産物流通・加工関係

・ 国内外の農畜産物の流通・加工の構造

・ 産地における農産物の出荷規格の設定動向

・ 農産物物流の実態やモーダルシフト等の導入状況

・ 消費者の農産物価格への感度や許容度など、消費者目線の調査・分析 等

委託費

委託先：民間団体等

［お問い合わせ先：生産局技術普及課 （０３－６７４４－２１８２）］

［平成30年度予算の概要］



農業競争力強化プログラムの着実な実施に向けた調査
（平成３０年度予算概算決定額 ： ８０（－）百万円）

 国内外の代表的な農業資材の販売価格・
流通等の実態

 海外での農業資材に係る技術開発の動向

 海外の農業資材に係る法制度及びその運
用

 国内外の農畜産物の流通・加工の構造
 産地における農産物の出荷規格の設定動向
 農産物物流の実態やモーダルシフト等の導入

状況
 消費者の農産物価格への感度や許容度など、

消費者目線での調査・分析

調査項目（想定）

調査結果の施策への反映

「農業資材価格の引下げ」と「農産物流通等の合理化」による農業者の所得向上

農業競争力強化プログラムの達成及び農業競争力強化支援法の確実な執行に向けて、有効な施策を企
画・立案するとともに、施策のＰＤＣＡサイクルを回してその着実な実行を図るためには、農業資材や
流通・加工に関して、施策による農業経営の改善効果を継続的に把握するとともに、国内外の主要な資
材・流通・加工メーカーの動向等を把握することが必要。

背景

農業資材関係 農産物流通・加工関係

等 等



39 食品流通合理化促進事業
【３３５（－）百万円】

対策のポイント
食品の流通構造の合理化を図るため、パレットの導入等による物流の効率化
等を支援するとともに、輸出拠点構築等を支援します。

＜背景／課題＞
・物流においては、トラックドライバー不足等から物流費の高騰や輸送手段の確保が困
難となる状況にある中で、関係者が連携し、物流の効率化を図ることや更なる物流高
度化に向けた新たな技術・方式の実用化を促進することが必要です。

・また、食品の流通・販売においては、生産者と消費者双方がメリットを受けられる流
通構造を確立するため、ＩＣＴを活用したサプライチェーンの合理化に取り組む輸出
拠点構築等が必要です。

政策目標
○６次産業化の市場規模の拡大
（5.5兆円（平成27年度）→10兆円（平成32年度））

○農林水産物・食品の輸出額を拡大
（7,502億円（平成28年）→１兆円（平成31年））

＜主な内容＞

１．食品等物流改革高度化事業
（１）物流業務改革促進支援事業

生産者や流通業者による一貫パレチゼーションの取組のほか、新たな船舶輸送
体制の構築等の新たな流通技術・方式等の実証を支援します。

（２）花き物流システム高度化・転換実証支援事業
複数の産地、流通業者、小売業者等の幅広い関係者が参画し、流通に用いる台

車の統一や共同出荷輸送等の流通システム転換に向けた社会実験の取組を支援し
ます。

補助率：定額、１／２
事業実施主体：民間団体等

２．食品流通合理化・新流通確立事業
流通業者等による生産情報の実需者への提供や代金決済の円滑化等の取組、ＩＣ

Ｔの活用等によるサプライチェーンの合理化に取り組む輸出拠点構築等のための調
査・実証、設備導入の取組を支援します。

補助率：定額、１／２
事業実施主体：民間団体等

お問い合わせ先：
１（１）及び２の事業

食料産業局食品流通課 （０３－３５０２－５７４１）
１（１）及び（２）の事業

生産局園芸作物課 （０３－６７４４－２１１３）

［平成30年度予算の概要］



⾷品流通合理化促進事業

食品の流通構造の合理化を図るため、パレットの導入等による物流の効率化等を支援するとともに、

ＩＣＴを活用したサプライチェーンの合理化に取り組む輸出拠点構築等を支援。

□ 輸出拠点構築等⽀援のイメージ

【平成３０年度予算概算決定額：３３５（－）百万円】

□ 物流改⾰等⽀援のイメージ

小売店 ホームセンター

東京の市場 Ａ 東京の市場 Ｂ

産地産地

集荷拠点

台車の統一

トラック１台でOK

高度共同輸送技術の実証

複数産地が連携し、異業種間や複数温
度帯での高度共同輸送体制の確立に向
けた技術実証

トラックドライバーの乗船が不要な船舶
輸送体制の構築に向けた輸送実証

モーダルシフトの新展開

荷

実
需
者

産地

産地

・
・
・

産地 消費地

高品質冷蔵技術の実証

ICチップで商品管理
共同集荷輸送

花き物流システム転換社会実験

【花きの特徴①】

品目や品種ごとに

様々な出荷箱が存在

→台車で流通

【花きの特徴②】

流通業者毎に台車

がバラバラ

一貫パレチゼーション
の取組実証

 ⼀貫パレチゼーションの取組や、新たな流通技術・⽅式等の実証等を⽀援

高湿度鮮度保持技術を活用した新たな出荷
体制の確立に向けた高品質冷蔵技術実証

取組を全国展開する
ことにより、流通を
合理化・効率化

⽣産者・出荷団体

ＩＣＴ活⽤の推進輸出拠点の構築等⽀援

（例）
 ＩＣＴを活⽤した販売
情報システムにより、
受発注・代⾦決済を簡
便化

 実需者ニーズを捉えた
⾼加価値商品の提案・
販路開拓

（例）
輸出拠点となる物流施設にお
いて、
 画像情報を利⽤した海外
との受発注システムを構
築

 EU-HACCP等の認証を取
得

 流通業者等によるＩＣＴを活⽤した⽣産情報の実
需者への提供、代⾦決済システムの導⼊等による
輸出拠点構築などサプライチェーンの合理化に資
する調査・実証、関連設備の導⼊を⽀援

流通業者等

消費者・実需者・海外



40 食品産業イノベーション推進事業
【８６（－）百万円】

対策のポイント
ＩＣＴ・ロボット・ＡＩ技術の活用実証や、食品事業者の生産性向上に対

する意識改革を目的とした研修会等により、食品産業におけるイノベーショ
ンを創出し、食品製造業から外食・中食産業に至る食品産業全体の生産性向
上を推進します。

＜背景／課題＞
・食品製造業は、原料の投入や製品の箱詰めなど人手を要する工程が多いことや、他産
業と比べ労働装備率が低く自動化・省人化が遅れていることなどから、労働生産性が
低い状況にあります。

・外食・中食産業は、調理や盛りつけなど人手を要する工程が多いことや、正規就労者
の就業時間が他産業と比べ長時間に及ぶ割合が高いことから、労働生産性が低い状況
にあります。

・他方、ＩＣＴ、ロボット、ＡＩ（人工知能）等による技術革新は、従来にないスピー
ドとインパクトで進行しており、この技術革新を的確に捉え、生産性向上を推進する
必要があります。

・特に、中小・小規模食品事業者では、人手不足が深刻化する中、新たな設備投資や経
営改善の取組を促進し、生産性の向上を図ることが課題となっています。

政策目標
平成33年度までに食品製造業の労働生産性の伸び率を年3.0％とする

＜主な内容＞

１．モデル実証の支援
（１）革新的技術活用実証事業

人手不足の解消や生産コスト低減、経営管理能力向上のためのＩＣＴ・ロボッ
ト・ＡＩ技術の導入等による生産効率向上など、革新的な技術の活用実証を支援
します。

（２）業種別業務最適化実証事業
専門家の工場診断や改善指導による生産性向上などを通して、業務の最適化や

人材育成を図る取組を支援します。

２．研修会等の開催
本事業による実証・調査結果も活用し、食品事業者の生産性向上に対する意識改

革を目的とした研修会等の開催や業界内で横展開する取組を支援します。

３．先進・優良事例等の調査
ＩＣＴ・ロボット・ＡＩ等の新たな技術を活用して生産性向上を図る取組や、原

材料・資材等の共同調達・輸送・保管等により生産性向上を図る取組などの先進・
優良事例調査等を支援します。

補助率：定額、１／２

事業実施主体：民間団体等

［お問い合わせ先：食料産業局食品製造課 （０３－６７４４－７１８０）］

［平成30年度予算の概要］
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ＩＣＴ・ロボット・ＡＩ技術の活用実証や、食品事業者の生産性向上に対す
る意識向上を目的とした研修会等により、食品産業におけるイノベー
ションを創出し、食品製造業から外食・中食産業に至る食品産業全体
の生産性向上を推進。

 食品製造業は、原料の投入や製品の箱詰めなど人手を要する工程が多いことや、他産業と

比べ労働装備率が低く自動化・省人化が遅れていることなどから、労働生産性が低い状況。

 外食・中食産業は、調理や盛りつけなど人手を要する工程が多いことや、正規就労者の

就業時間が他産業と比べ長時間に及ぶ割合が高いことから、労働生産性が低い状況。

 他方、ＩCT、ロボット、ＡＩ（人工知能）等による技術革新は、従来にないスピード

とインパクトで進行しており、この技術革新を的確に捉え、生産性向上を推進する必要。

 特に、中小・小規模食品事業者では、人手不足が深刻化する中、新たな設備投資や経営改
善の取組を促進し、生産性の向上を図ることが課題。

現状/課題

食品産業のイノベーション推進・生産性向上

（３）先進・優良事例等の調査

ＩＣＴ・ロボット・ＡＩ等の新たな技術を活⽤して⽣産性向上を図る取組や、原材料・資材
等の共同調達・輸送・保管等により⽣産性向上を図る取組などの先進・優良事例調査等を⽀援。

（１）モデル実証の支援

①⾰新的技術活⽤実証事業
⼈⼿不⾜の解消や⽣産コスト低減、経営管理能⼒向上のためのＩＣ

Ｔ・ロボット・ＡＩ技術の導⼊等による⽣産効率向上など、⾰新的な
技術の活⽤実証を⽀援。

②業種別業務最適化実証事業
専⾨家の⼯場診断や改善指導による⽣産性向上などを通して、業務

の最適化や⼈材育成を図る取組を⽀援。

（２）研修会等の開催

本事業による実証・調査結果も活⽤し、⾷品事業者の⽣産性向上に対する意識改⾰を⽬的とし
た研修会等の開催や業界内で横展開する取組を⽀援。
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